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地方自治法第２５２条の３８第６項の規定により、市長から令和４年度包括

外部監査の結果に基づく措置状況の通知があったので、次のとおり公表する。 

 

令和５年１０月３０日 

 

 

 

越谷市監査委員  井 上 茂 平    

 

 

 

越谷市監査委員  利根川 敏 彦    

 

 

 

越谷市監査委員  畑 谷   茂    

 

 

 

越谷市監査委員  清 田 巳喜男    

 



 
 

令和４年度包括外部監査結果に基づき講じた措置状況 

令和５年（202３年）７月１日現在 

 

１. 包括外部監査契約期間 令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで 

２. 越谷市包括外部監査人 藤原 拓也（公認会計士） 

３. 特定の事件（テーマ）名 「下水道事業の財務に関する事務の執行及び経営に係る管理について」 

４. 監査対象課 下水道経営課、下水道事業課 

５. 監査結果での指摘件数 ４１件（指摘：７件 意見：３４件） 

６. 指摘事項と講じた措置状況 表のとおり 

 

（１）表中の凡例 

 頁  ▶ 【令和４年度 越谷市包括外部監査報告書】の中で包括外部監査人が指摘した内容が記述されているページ数 

（２）表の【指摘の区分】欄に掲げた用語の意味 

 指   摘  ▶ 改善・是正に取り組むべきもの 

 意 見  ▶ 組織及び運営の合理化の観点から改善の検討を求めるもの 

（３）表の【措置の状況】欄に掲げた用語の意味 

 改 善 済 ▶ 包括外部監査人からの指摘・意見の内容に沿うよう改めたもの又は改めたと見なせるもの 

 検 討 中 ▶ 包括外部監査人からの指摘・意見の内容について対応を検討中のもの 

 現状維持 ▶ 包括外部監査人からの指摘・意見の内容について現状のままとしたもの 
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I. 総論 

通し 

番号 
頁 区分 指摘項目 対象課 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 

措置 

状況 

1 38 意見 1 
都市計画との

整合性 

下水道事業

課 

下水道整備は、越谷市の都市計画と密接な

関係にあることから、越谷市の都市計画と整合

性をとり、将来的な人口減少を考慮した下水道

事業の設備投資を行う必要がある。特に、新規

事業については、区画整理事業等の開発事業

との一体性を考慮しない投資は、下水道事業

の単独負担となるため、将来的な負担増をもた

らすことから、慎重に検討すべきである。 

現在、越谷市公共下水道の全体計画の改訂

を予定しており、現行の都市計画や社会情勢

などを踏まえ、整備区域面積を縮小する方向

性で検討しております。改訂においては、第５

次越谷市総合振興計画や越谷市都市計画マ

スタープランとの整合性を図りつつ、令和６年

度までに改訂が完了するよう取り組んでまいり

ます。 

検討中 

2 38 意見 2 更新経費 
下水道事業

課 

下水道事業についての事業リスクを考慮す

ると、今後の設備投資は、更新投資を主体と

し、新規投資は可能な限り抑制すべきである。

したがって、ストックマネジメント計画に基づき、

既存設備の長寿命化を図ることにより、更新投

資を抑制すべきである。さらに、更新投資につ

いては、データベース化した維持管理情報の活

用による修繕の効率化や広域化・共同化、新し

い技術の採用を通じたコスト削減を図る必要

がある。 

下水道設備の維持・更新については、ストッ

クマネジメント計画に基づき、施設の長寿命化

を前提に取り組んでおります。現状では、下水

道事業について新規事業の予定はありません

が、今後、新規投資を行う場合には、第５次越

谷市総合振興計画等の上位計画との整合性を

図りつつ、適切な規模、内容となるよう実施し

てまいります。 

現状維持 

3 38～39 意見 3 組織体制 
下水道経営

課 

事業の特性からの要請については、専門的

な人材の育成が必要であるが、現在の越谷市

職員のローテーションの期間（通常は事務職で

4 年、技術職で 5 年）を考慮すると、地方公営

企業法第 7 条に基づき、公営企業に精通した

管理者を設置することを検討すべきである。ま

た、外部人材の活用のため、独自で職員を採用

することも可能とすることも考えられる。 

現状では、地方公営企業法第２条第３項及

び地方公営企業法施行令第１条第２項に基づ

き、越谷市公共下水道事業の設置等に関する

条例第２条にて財務規定等を適用することと規

定しております。専門的な人材の確保を事業独

自に実施する場合には、地方公営企業法の全

部適用を行う必要があり、全部適用には、事務

負担の増加や費用負担の増加等が生じること

から、現行の体制を維持しつつ、標準的な実務

に係るマニュアル等の整備や研修等への参加

などによる職員の専門性の向上に努めてまい

ります。 

現状維持 



2 

通し 

番号 
頁 区分 指摘項目 対象課 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 

措置 

状況 

4 39 意見 4 
松 伏 ・ 水 道 企

業団 

下水道経営

課 

事業規模の拡大、業務処理の効率化、人材

の育成の観点からは、上水道事業と下水道事

業とを統合することも考えられる。ただし、一部

事務組合である水道企業団は、単一の地方自

治体の事務を行うことができないことから、松

伏町との調整が必要である。 

業務の効率化や人材育成など事業を継続す

る上での諸課題の解決の手法として、上水道

事業との統合を行う場合には、下水道事業の

広域化が必要となります。ただし、他団体の未

整備区域の状況によっては、統合によって新規

投資の増大を招く可能性が考えられることか

ら、まずは現行の体制で可能な改善に取り組

んでまいります。 

現状維持 

5 39 意見 5 
近隣市との事

業統合 

下水道経営

課 

規模の拡大を促進するという観点からは、近

隣市町との事業統合（広域化）も考えることが

できる。ただし、その場合には、下水道事業につ

いての越谷市と近隣市町との事業特性（人口

動態、新規事業の抑制、雨水災害リスク）、財務

状況（経常収支比率、一人当たり企業債残

高）、下水道使用料の差異、統合時点までの債

務負担割合等を考慮する必要がある。 

下水道事業の広域化については、他団体の

未整備区域の状況によっては新規整備に係る

コストの増大を招く可能性が考えられることか

ら、まずは現行の体制で可能な改善から取り

組んでまいります。 

現状維持 

6 39 意見 6 情報開示 
下水道経営

課 

下水道事業は、近代的な市民生活に必要な

インフラ事業であり、また、市民より下水道使用

料の徴収を行っていることから市民生活との関

連性もある。したがって、下水道事業について

は、市民に対する情報開示を積極的に行って

いく必要がある。具体的には、経営戦略の公表

とその予算実績比較の開示、越谷市の広報誌

の掲載、小学校・中学校での下水道事業に関

する授業の開催等が考えられる。 

下水道事業の情報開示として、現在越谷市

ホームページ上で予算書や決算書の公表、経

営戦略の公表を実施しております。また、下水

道事業に親しんでいただくため、マンホールカ

ードの作成等、事業のＰＲについても実施して

おります。さらに、令和２年度から３年度の間は

新型コロナウイルス感染症の影響から中止して

いた市民まつりへの下水道展の出展について

も、令和４年度から再開し、事業の周知に努め

ております。なお、情報開示の手法について

は、既存の取組の改良も含め、新たな手法等に

ついても積極的な調査・検討を行ってまいりま

す。 

現状維持 
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通し 

番号 
頁 区分 指摘項目 対象課 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 

措置 

状況 

7 39～40 意見 7 
下水道使用料

の料金体系 

下水道経営

課 

経常収支比率が 100％を上回っていること

から越谷市の下水道事業についての短期的な

事業継続性に問題はないと考えられる。しかし

ながら、長期的な視点に立ち、人口の減少、更

新投資の必要性、費用の変動費固定費の割

合、市民の所得水準の分布（特に低所得者

層）、市内の企業の特性等を考慮し、下水道使

用料の料金体系（基本料金と従量料金との比

率及び従量料金の逓増割合）を決定する必要

がある。 

 収支の改善と財源の安定的な確保を目的と

して、令和３年度に料金改定を行った結果、基

準外繰入に相当する一般会計からの補助金に

ついても減少するなど、財政的な改善効果が

現れております。料金体系を変更した直後であ

ることから、変更後の現状把握に努め、今後想

定される料金改定の際にも現状を踏まえた改

定が図られるよう努めてまいります。 

現状維持 

8 40 意見 8 企業の育成 
下水道経営

課 

越谷市には、下水道事業に関連した有力な

企業や大学はない。今後、市内企業の育成や

企業誘致のため、更新投資や業務委託契約

に、新規企業の参入機会を設けることが考えら

れる。具体的には、Ｏ＆Ｍ（Ｏｐｅｒａｔｉｏｎ＆Ｍａｉ

ｎｔｅｎａｎｃｅ）契約、ＯＭ＆Ｍ（Ｏｐｅｒａｔｉｏｎ,Ｍａｉ

ｎｔｅｎａｎｃｅ＆Ｍａｎａｇｅｍｅｎｔ）契約、リース（ア

フェルマージュ）契約、ＢＯＴ（Ｂｕｉｌｄ,Ｏｐｅｒａｔｅ,

Ｔｒａｎｓｆｅｒ）コンセッション契約、ＢＯＯ（Ｂｕｉｌｄ,

ＯｗｎＯｐｅｒａｔｅ）契約等の多様な契約形態を

活用し、民間企業が下水道事業に参入しやす

い環境を整備することである。 

下水道事業への民間参入について、様々な

手法が各自治体で検討され、先進的な取組を

実施している自治体があることは承知しており

ます。本市の下水道事業については、最終処分

場を持たない形態の事業であり、民間参入に

ついて限定的な形とならざるを得ないこと、下

水道事業の公共性の高さなどから、直ちに民

間参入を促すことは困難であると考えておりま

すが、引き続き様々な先進的取組や国の動向

を注視してまいります。 

現状維持 
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II. 各論 

１.越谷市下水道条例等 

通し番号 頁 区分 指摘項目 対象課 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 
措置 

状況 

9 46～48 意見 9 

条例の定めと

現状の運用状

況との差異 

下水道経営

課 

下水道関連の条例等は、下水道関連業務の

根拠となるものであるため、必要に応じた改正

にあわせて見直すことが必要である。 

  本市の下水道条例については、昭和５７年

度に制定して以来、様々な理由により改正を行

ってまいりました。現在、地方公営企業法の財

務適用後３年が経過し、事務手続き等の見直し

を行うにあたって条例及び規則の改正を検討

する段階にあると認識していることから、諸課

題の整理等を行いながら改正に向けて取り組

んでまいります。 

検討中 

 

２.越谷市下水道事業経営戦略 

通し番号 頁 区分 指摘項目 対象課 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 
措置 

状況 

10 53～54 意見 10 

経営戦略の進

捗状況の確認

と開示 

下水道経営

課 

年度毎に計画の進捗状況等を確認し、事業

運営に反映させるとともに、投資目標・財政目

標に具体的な数値目標を設定し、年度毎に具

体的な数値目標と実績との比較分析及びその

開示を行う必要がある。 

越谷市下水道経営戦略については、令和３

年度から令和１２年度までを計画期間としてお

り、進捗状況の確認と開示については年度毎に

行うこととしております。開示時期については、

決算認定に係る市議会での審議後、決算書類

の公表と併せて進捗状況を公表いたします。 

改善済 

11 55 意見 11 

ストックマネジ

メント計画との

整合性 

下水道経営

課 

経営戦略は、越谷市の作成する他の計画と

の整合性がとれたものである必要がある。 

現行の経営戦略については、他の計画との

整合性を図りつつ、令和３年度から令和１２年

度までを計画期間として策定いたしました。経

営戦略を５年ごとに見直すこととしていることか

ら、令和７年度の改訂を予定しており、次期計

画についても他の計画との整合性を図りつつ

改訂作業を行ってまいります。 

検討中 

12 55～56 意見 12 
設備投資の具

体的な内容 

下水道経営

課・下水道

事業課 

投資目標の老朽化対策、耐震化、浸水対策

の各対策の事業内容ごとに、具体的な投資対

象や投資金額を明確に設定し、投資目標に対

する進捗状況を把握することが必要である。 

 現行の経営戦略について、令和７年度に改

訂を予定しており、改訂の際にはストックマネジ

メント計画や総合地震対策、浸水対策等の長

寿命化や災害対策等の経費についても反映す

る予定としております。 

検討中 



5 

３.ストックマネジメント計画 

通し番号 頁 区分 指摘項目 対象課 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 
措置 

状況 

13 58～59 意見 13 
コ ス ト 縮 減 効

果の妥当性 

下水道事業

課 

ストックマネジメント計画の重要性の高いコ

スト縮減効果については、その算定についての

適切性の検証が必要である。また、コスト縮減

効果の予測値と実績との比較分析及びその開

示を適切に行う必要がある。 

ストックマネジメント計画のコスト縮減効果に

ついては、国土交通省水管理・国土保全局下

水道部監修の「下水道事業の手引き」に基づ

き、適正に算出しております。 

今後とも、国の動向を注視し、コスト縮減効

果の算出方法が見直された場合は、それに合

わせて再度、算出し適正な評価に努めてまいり

ます。 

現状維持 

 
４.組織体制 

通し番号 頁 区分 指摘項目 対象課 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 
措置 

状況 

14 62 意見 14 人員構成 
下水道経営

課 

下水道事業という市民生活に必要なインフラ

の維持管理の継続性及びノウハウの継承を考

慮すると、年齢別・従事年数別で均等な人員構

成となることが必要である。また、継続的に職

員の専門性の追求や定着化を図るため、公営

企業に精通した管理者を設置することの検討

も必要である。 

人員構成については、現状の地方公営企業

法の適用状況を踏まえると、越谷市全体の職

員構成の影響を受けることとなり、職員を世代

毎に均等に配置することは困難と考えておりま

す。また、管理者の設置については、地方公営

企業法の全部適用が必要となり、事務負担や

コスト増への対応が必要となるため、現時点で

は難しいと考えております。 

現状維持 
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５.下水道使用料 

通し番号 頁 区分 指摘項目 対象課 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 
措置 

状況 

15 66～68 意見 15 

下水道使用料

の改定の根拠

資料 

下水道経営

課 

料金の改定を検討する際には、料金の改定

による影響だけではなく、資本的収支差額、投

資計画の見直しや企業債の借換も検討すべき

である。 

下水道使用料の改定の際には、必要となる

経費や投資額を算出し、財源として確保できる

特定財源等を見積もった上で適切な使用料水

準を算出することとしております。また、資本的

収支差額の改善と投資計画の見直しについて

も、下水道が公共インフラであることを踏まえ、

維持管理コストや更新経費を適切に見積もる

とともに、特定財源についても検討した上で料

金水準を決定しております。 

なお、企業債の借換については、これまでの

借入の中心である公的資金の借換の際、繰上

償還に伴う保証金の追加支出が必要となり、

借換による利子負担の節減効果が圧縮される

ことから、現時点で実施を予定しておりませ

ん。 

現状維持 

16 68～71 意見 16 

基本料金と従

量料金との構

成割合 

下水道経営

課 

事業の持続可能性の観点より、料金の改定

については、基本料金と従量料金の構成割合

を考慮して決定すべきである。 

 基本料金と従量料金については、事業の運

営の維持に必要な金額の試算を行いつつ、使

用者の負担増にも配慮して決定しております。

下水道使用料の改定の際に、基本料金と従量

料金の設定において、人口動態や世帯数、世

帯構成員数の変化について重要な指標と考え

ております。今後改定する際についても、事業

の持続可能性を考慮した料金体系となるよう

取り組んでまいります。 

現状維持 

17 71～72 意見 17 
下水道使用料

の減免 

下水道経営

課 

下水道使用料の減免については、使用料の

負担先の変更であり、下水道事業に係る主た

る営業収益であるため、営業収益の区分に計

上するべきである。 

下水道使用料の減免については、生活扶助

費受給世帯の申請に基づき、市の福祉施策と

して実施しており、一般会計が減免分を負担

（繰出金）しております。このため、下水道使用

料として徴収していないことから、営業外収益

の他会計補助金として計上しております。 

現状維持 
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通し番号 頁 区分 指摘項目 対象課 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 
措置 

状況 

18 72～75 指摘 1 

排除汚水量の

認定の申告書

の提出 

下水道経営

課 

申告書の提出頻度、記載内容、期限等につ

いては、越谷市下水道条例に従ったものであ

る必要があり、また、その内容の適切性を所管

課で確認すべきである。 

越谷市下水道条例等の規定と、排除汚水量

の認定に係る申告書の提出時期について、条

例等の規定と排除汚水量の申告の実態とが一

致させられるよう見直しを図ってまいります。 

検討中 

19 75～77 意見 18 

併合分の下水

道使用料の確

認 

下水道経営

課 

越谷市は、越谷・松伏水道企業団から通知

される下水道使用料について、市として把握し

ている下水道使用量に基づいた検証を行うべ

きである。 

下水道使用料の徴収にあたっては、越谷市

下水道条例第２３条から２５条の規定により、

水道を利用している利用者については水道の

使用量を料金の算出根拠とし、使用量に応じ

た基本料金と従量料金である超過料金を徴収

することとしております。水道の使用量は水道

企業団の検針結果に基づくものであることか

ら、当市が把握している下水道使用量と水道

企業団から報告される下水道使用量は一致す

ることとなり、独自に下水道使用料を算定した

場合においても、通知された使用料と差異は生

じないものと認識しております。 

現状維持 

 
６.契約管理 

通し番号 頁 区分 指摘項目 対象課 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 
措置 

状況 

20 84～85 意見 19 

令和元年度の

指摘に対する

改善状況 

下水道事業

課 

金額基準により、随意契約が認められる場

合においても、競争入札を検討する、複数の同

種の契約をまとめる等の検討を行う必要があ

る。 

令和５年度の発注にあたっては、まとめて発

注が可能な案件を分割発注していないか再確

認を行いながら執行しております。 

改善済 

21 86 意見 20 長期間の契約 
下水道事業

課 

特殊な情報システムについては、ライフサイ

クルコストを考慮した定期的なコストの検証に

よる代替的なシステムの導入の可否の検討が

必要である。 

下水道情報管理システムについては、契約

更新の段階でライフサイクルコストを考慮し、現

行と同等のシステムの導入が可能か検証して

おり、今後も、契約更新の段階で検証してまい

ります。 

現状維持 
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７.財産・物品管理 

通し番号 頁 区分 指摘項目 対象課 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 
措置 

状況 

22 88～89 意見 21 
貯 蔵 品 （ 重 油

あるいは軽油） 

下水道経営

課 

 決算日時点で、各ポンプ場に貯蔵されている

燃料の棚卸を行い、未使用の燃料を貯蔵品と

して資産に振り替える処理を行う必要がある。 

ポンプ場に貯蔵されている燃料については、

停電時及び基準以上の電気使用量に達したと

きに稼働する非常用自家発電機に設置された

タンク内の燃料となっております。この燃料は、

ポンプ稼働時に消費される性質であることか

ら、決算日時点での未使用燃料として残量を

計測することが困難であり、従前のとおり燃料

費にて会計処理を行ってまいります。 

現状維持 

23 89～90 意見 22 
貯蔵品（マンホ

ールの蓋） 

下水道経営

課 

 決算日時点で、各ポンプ場に貯蔵されている

マンホールの蓋の棚卸を行い、未使用の備品

を貯蔵品として資産に振り替える処理を行う必

要がある。 

マンホール蓋については、老朽化したマンホ

ール蓋の交換用として年間必要量を適時購入

し、年度末までに全量を交換する運用としてお

り、購入年度を超えて保有するマンホール蓋が

ないことから、貯蔵品として資産に計上しない

こととしております。 

現状維持 

24 90～92 指摘 2 
レイクタウン第

１ポンプ場 

下水道事業

課 

所管課は、ポンプ場に保管されている文書

や備品を適切に管理する必要がある。 

文書及び備品については、引き続き保管す

べきものについては所定の場所に移管するとと

もに、不要なものについては廃棄いたしまし

た。 

改善済 

 

８.越谷市公共下水道事業会計決算書 

通し番号 頁 区分 指摘項目 対象課 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 
措置 

状況 

25 94～96 指摘 3 貸倒引当金 
下水道経営

課 

貸倒引当金の算定には、過去 3 年間の貸倒

実績に基づき、当年度末時点の債権に対する

貸倒引当金を計上する必要がある。 

貸倒引当金の算出にあたり、年度ごとの不

納欠損率の実績の５か年平均値を求め、決算

年度末時点の未収債権の内、決算年度の前年

度以前の未収債権に乗じることで実績に基づ

く貸倒引当金の計上を行うよう、令和４年度決

算から改めました。 

改善済 
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通し番号 頁 区分 指摘項目 対象課 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 
措置 

状況 

26 96～97 指摘 4 賞与引当金 
下水道経営

課 

決算時に賞与引当金を計上する時には、地

方公営企業法施行規則第22条（引当金）の規

定にしたがって、翌事業年度の予算に基づく賞

与支給見込額のうちの当事業年度に負担され

るべき金額を賞与引当金とする必要がある。 

決算時に計上する賞与引当金については、

翌事業年度の６月賞与支給見込額のうち、決

算年度に含めるべきである４か月分について

引き当てるよう令和４年度決算から改めまし

た。 

改善済 

27 97～98 意見 23 退職給付金 
下水道経営

課 

地方公営企業法施行規則第 3 条（勘定科目

の区分）に従った適切な会計処理を行い、令和

４年度では「越谷市公共下水道事業会計決算

書 決算附属書類 収益費用明細書」で適切

な開示を行う必要がある。 

本市の退職金に係る事務処理について、各

月の退職手当組合負担金（一般負担金）は所

属職員数に応じて各会計へ割り振り、負担する

こととしております。一方で退職時の退職給付

費（特別負担金）の支払いにおいては、すべて

一般会計にて負担することとしております。こ

のため、本市の企業会計においては、職員の退

職時の退職金の支出は発生せず、退職手当引

当金についても計上しておりません。また、退

職手当組合負担金（一般負担金）については、

各月の職員の給料総額に一定の率を乗じた退

職手当組合への負担金であり、退職給付費に

は該当しないと考えられることから、法定福利

費として取り扱っております。 

現状維持 

28 98～99 指摘 5 
キャッシュ・フ

ロー計算書 

下水道経営

課 

 令和４年度以降においては、キャッシュ・フロ

ー計算書の表示を修正し、有形固定資産の取

得による支出と無形固定資産の取得による支

出と別記して計上する必要がある。 

指摘内容を踏まえ、令和４年度決算からキャ

ッシュ・フロー計算書の表示を改めました。 
改善済 



10 

通し番号 頁 区分 指摘項目 対象課 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 
措置 

状況 

29 
99～

100 
意見 24 

固定資産の財

源割り当て 

下水道経営

課 

財務情報の各事業年度の比較可能性を確

保する点からは、同一の固定資産については、

各事業年度に財源の割り当ての構成及び当該

固定資産に対する比率を同一とする必要があ

る。 

固定資産の取得に係る財源の割り当てにつ

いては、決算整理時に行うこととしております。

令和２年度に公営企業会計に係る財務適用を

行って以来、年度間で財源構成に対する考え

方が一定となるよう、財源配分に係る内部ルー

ルに基づき固定資産の取得に係る財源整理を

行っており、当該負担金についても同様の対応

をしております。なお、実際の割当額について

は、財源として収入される金額が年度によって

異なることから、同一の試算であっても割り当

てられる財源の比率について年度間で変動す

ることとなります。 

現状維持 

30 
100～

101 
意見 25 

大場落し排水

機場等維持管

理業務委託 

下水道経営

課 

法令、会計基準等の変更がない限り、決算

書で開示される事業の範囲は、継続として同じ

ものであるべきである。当該範囲が変更された

場合には、注記により当該事項を開示すべき

である。 

大場落し排水機場等維持管理業務委託につ

いては、大場落し排水機場の主要部が河川施

設であることから、財務適用時には他の事業経

費として計理していたものを、令和３年度にお

いて下水道事業部分に係る経費を区分して計

上することとしたものです。令和３年度の決算

書については、決算書上に下水道事業に係る

対象施設等の詳細な箇所の記載をしていない

こと、下水道事業以外の新規事業にはあたらな

いと判断したことなどから、重要な変更にあた

らないとして掲載いたしませんでした。 

現状維持 

31 
101～

102 
指摘 6 土地の減損 

下水道経営

課・下水道

事業課 

レイクタウン第２ポンプ場用地については、

独立したキャッシュ・フロー生成単位としてみな

すべきであり、また、減損の兆候が生じている

ことから、減損損失の認識の判定を行う必要が

ある。また、その判定の結果、減損損失を認識

すべきであると判定された場合には、帳簿価額

を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失として当期の損失とする必要がある。 

レイクタウン第２ポンプ場用地については、

現在は汚水ポンプ場を建築しておりませんが、

マンホールポンプ場として土地を活用しており

ます。また、現行の全体計画上において汚水ポ

ンプ場の建設を位置付けており、将来的な建

設を想定して用地を確保していることから、現

時点での減損損失の判定は行うべきではない

と考えております。 

現状維持 
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通し番号 頁 区分 指摘項目 対象課 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 
措置 

状況 

32 
102～

104 
意見 26 

期中に完成し

た固定資産の

償却開始日 

下水道経営

課 

固定資産を事業の用に供した年度に減価償

却費を計上するためには、決算における減価

償却費の計算を当該固定資産の事業の用に

供した年月で行うことが必要である。 

減価償却費については、地方公営企業法及

び同法施行規則の規定に則って計上すること

としており、会計年度の途中で供用開始するこ

ととなった資産に係る減価償却についても、年

度末に供用開始することとなった資産同様に

年度末に一括して開始することとしておりま

す。間接経費等の配分等の事務負担等を考慮

すると、供用開始時期毎に減価償却の開始時

期を分ける合理的理由はないと考えておりま

す。 

現状維持 

33 
104～

105 
意見 27 

固定資産のう

ちの減価償却

停止資産 

下水道経営

課 

固定資産に係る取得価格を減価償却計算に

より、各年度の費用とするためには、残存価額

を 1 円として、減価償却費を計上する必要があ

る。 

 残存価額については、地方公営企業法及び

同法施行規則の規定に則って計上することとし

ており、取得原価の５％を残存価額として設定

しております。残存価額まで減価償却が進んだ

資産については、当初設定した耐用年数を超

過した資産として位置付けられることから、計

画的に更新等を行うべき資産であり、残存価

額１円まで償却することを前提にするべきでは

ないと考えております。 

現状維持 

34 
105～

109 
意見 28 

水洗便所改造

資 金 融 資 （ 保

証 債 務 の 注

記） 

下水道経営

課 

水洗便所改造資金融資に関する保証債務、

重要な係争事件に係る損害賠償義務その他こ

れらに準ずる債務の注記（当該債務の内容及

び金額）を、予定貸借対照表及び貸借対照表

に行うことを検討すべきである。 

注記や貸借対照表については、地方公営企

業法をはじめとした各種法令等に基づき記載

しております。なお、水洗便所改造資金融資等

については、債務不履行などにより損害が発生

した場合には市が金融機関へ補償することとし

ており、当初予算においても債務負担行為とし

て計上しております。なお、これまでに補償が

必要となった実績がないことから、注記として

記載すべき重要な項目として考えておりませ

ん。 

現状維持 
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通し番号 頁 区分 指摘項目 対象課 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 
措置 

状況 

35 
109～

112 
意見 29 

企業債の未払

利息 

下水道経営

課 

元利金の期末日前の最終支払日から期末

日までの経過利息については、未払利息（未払

費用）として、貸借対照表上に負債計上するこ

とを検討すべきである。 

公営企業債の定期償還日と、年度末に相当

する期末日までの経過利息については、令和６

年度当初予算書の予定貸借対照表に計上で

きるよう整理を行ってまいります。 

検討中 

36 
112～

113 
意見 30 

下水道使用料

の期末未収金 

下水道経営

課 

会計年度末の会計上の下水道料金の未収

金と、債権管理ツール上もしくは越谷・松伏水

道企業団からの報告上の内訳金額との合計

は、一致すべきである。年度決算作業時に、こ

れらの一致を確認し、会計上の下水道料金の

未収金の期間別の金額の把握に努めることを

検討すべきである。 

下水道料金の徴収状況の管理において、管

理用のツール等と徴収状況の突合が行えてい

ない現状について、突合が可能となる仕組み

の構築を図ってまいります。 

検討中 

37 
113～

114 
意見 31 

余剰資金の運

用 

下水道経営

課 

市中金融機関における普通預金の利息は近

年低水準であるため、一定期間一定金額の資

金余剰がある場合は、コスト・ベネフィットを考

慮して、定期預金・国債等、普通預金以外の手

段で運用することも検討すべきである。 

越谷市公共下水道事業の設置等に関する

条例第６条において、現金及び有価証券の出

納及び保管に関するものに係る権限を会計管

理者が行うことと規定していることから、運用

益の確保等について調査、研究するとともに、

会計管理者と協議したいと考えております。 

検討中 

38 
114～

115 
意見 32 

セグメント情報

の開示 

下水道経営

課 

汚水事業と雨水事業の２つの事業のそれぞ

れの事業ごとの損益及び資産・負債の状況を

決算書で開示するために、セグメント情報を作

成する必要がある。 

決算書については、地方公営企業法等の法

令に則って作成しており、汚水事業と雨水事業

は公共下水道事業の内訳として位置付けられ

る事業であることから、公共下水道事業として

一括して決算書を調製しております。 

現状維持 
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9.地方公営企業会計への移行 

通し番号 頁 区分 指摘項目 対象課 監査の結果又は意見の内容 措置の内容 
措置 

状況 

39 
117～

118 
指摘 7 

未使用の物品

の移行 

下水道経営

課・下水道

事業課 

地方公営企業会計への移行時点で未使用

だった資産の簿価については、地方公営企業

会計の移行時の損失として計上すべきもので

あったため、過年度の損失として計上する必要

がある。 

地方公営企業法第２条第２項に係る規定（財

務規定）を適用する以前に廃止した汚水ポンプ

設備等について、交換用部品として位置づけて

いたため、固定資産台帳から除却しておりませ

んでしたが、令和４年度決算の整理作業におい

て、不用資産として整理し、固定資産台帳から

除却しました。 

改善済 

40 
118～

119 
意見 33 

建物の未使用

分 

下水道経営

課 

廃止となった汚水ポンプ場部分については、

移行時の損失であるため、当該部分に対応す

る簿価が算定できる場合には、当該年度の損

益計算書において過年度修正損として計上す

る必要がある。 

当該ポンプ場については、当初、同一の建物

内に汚水ポンプ設備と雨水ポンプ設備を併設

し、一体的に使用してきたもので、事業の見直

しにより汚水ポンプ設備部分を撤去し、雨水ポ

ンプ設備のみが建物内に設置された状態とな

っております。汚水ポンプ設備については、廃

止に伴い固定資産の廃止等を実施しておりま

すが、建物部分については現状で雨水ポンプ

場として活用していることから、除却について

は検討しておりません。 

現状維持 

41 119 意見 34 
公営企業会計

システム 

下水道経営

課 

公営企業会計システムについては、地方公

営企業会計への移行時に移行資産として、ソフ

トウェアに計上し、5 年間で減価償却すべきで

あった。したがって、令和 4 年度以降の決算に

おいては、過年度の当該会計システムの取得

価額及び減価償却費相当額を過年度修正とし

て計上する必要がある。 

公営企業会計システムについては、公営企

業会計に係る財務適用前の令和元年度におい

て、令和２年度の適用に必要な財務作業を先

行して行う必要があったことから、システム構

築について委託契約を締結し、執行しておりま

す。このため、公営企業会計への移行に際して

要した費用として考えており、資産計上につい

ては行っておりません。 

現状維持 

 


